
 

 

 

（５） 単年度収支差（経常収支差）でみた場合の赤字保険者の全体に占める割合は５３．２％

（１７２３保険者中９１６保険者）で、前年度から７．８％ポイント（１０４保険者）増加したが、赤

字額では、赤字保険者の合計で９６８億円となり、前年度から５６億円減少した。 

 

(億円）

項目

保険料
(税)の負
担緩和を
図るため

保険料
(税)の減
免額に充
てるため

地方単独
の保険料
(税)の軽
減額に充
てるため

単年度の
決算補填
のため

累積赤字
補填のた
め

地方独自
事業の医
療給付費
波及増等
に充てる

任意給付
費に充て
るため

医療費の
増加

後期高齢
者支援金

公債費、
借入金利
息

高額療養
費貸付金 決算補

てん等
目的分
計

金額 822 153 49 817 105 260 19 278 28 1 0 2,532

割合 22.9% 4.3% 1.4% 22.7% 2.9% 7.2% 0.5% 7.7% 0.8% 0.0% 0.0% 70.5%

項目

保健事業
費に充て
るため

直営診療
施設に充
てるため

納税報奨
金（納付
組織交付
金）等

基金積立 返済金 その他 決算補て
ん等以外
の目的分

計

一般会計
繰入金
（法定
外）計

金額 86 5 0 14 4 950 1,060 3,592

割合 2.4% 0.1% 0.0% 0.4% 0.1% 26.5% 29.5% 100.0%
(注）その他には事務費への充当等のほか、東京都財政調整交付金（７８５億円）が含まれている。
(出所）国民健康保険課調べ

　　　　　　　［決算補てん等目的］

　　　　　［決算補てん等以外の目的］

表１－２ 一般会計繰入金（法定外）の内訳

表２　単年度収支差（経常収支差）黒字・赤字保険者の状況（市町村）

割合 割合
平成 保険者 億円 保険者 ％ 億円 保険者 ％ 億円 保険者 億円 保険者 億円

17 1,835 ▲ 683 666 36.3 511 1,169 63.7 ▲ 1,194 488 ▲ 486 681 ▲ 708

18 1,818 ▲ 72 868 47.7 761 950 52.3 ▲ 833 280 ▲ 287 670 ▲ 546

19 1,804 ▲ 1,290 521 28.9 327 1,283 71.1 ▲ 1,616 576 ▲ 715 707 ▲ 901

20 1,788 93 976 54.6 1,116 812 45.4 ▲ 1,024 222 ▲ 172 590 ▲ 851

21 1,723 61 807 46.8 1,029 916 53.2 ▲ 968 457 ▲ 371 459 ▲ 597

注１）単年度収支差引額（経常収支差）は、医療給付分と介護分を合わせたもの。

注2）割合は、保険者総数に対する割合である。
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２．被保険者数 

被保険者数については、退職被保険者等（図１の退職）は対前年比で７万人増加して１８

６万人となったが、その他の者（図１の若人）は３，４１８万人から３，３８０万人に減少し、合計

では、前年度より３１万人減少して３，５６６万人となっている。 

  

 注）被保険者数は年度末現在である。 

３．保険料（税）の収納状況 

（１） 保険料(税)の収納率（現年度分）は、全国平均で前年度より０．３４％ポイント低下し８８．

０１％となり、国民皆保険になって以降の最低を更新した。 

収納率の低下の要因としては、平成２０年度以降の景気悪化の影響があるものと考えら

れる。（図２） 
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（出所）　国民健康保険事業年報 （※平成21年度は速報値である。）
（注１）　収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入）
（注２）　平成12年度以降の調定額等は、介護納付金を含んでいる。
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（２） 収納率を保険者規模別にみると、被保険者数が１０万人以上の市が前年度より０．０７％

ポイント増の８５．５６％と上昇したものの、その他の市部においては、０．０８～０．８２％ポイ

ントの減となったため、市部平均では、０．３３％ポイント減の８７．５８％となった。また、町村

部では、０．２０％ポイント減の９１．８８％となった。（表３図３） 

 

 

表３　保険者規模別保険料（税）収納率（市町村）

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率
平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

17 90.15 0.06 89.74 0.35 87.17 0.50 89.93 ▲ 0.10 88.77 0.61 90.21 0.50 91.83 0.17 93.42 ▲ 0.13

18 90.39 0.24 90.02 0.28 87.82 0.66 90.21 0.28 89.01 0.25 90.39 0.18 91.92 0.10 93.51 0.09

19 90.49 0.09 90.13 0.11 88.32 0.50 89.94 ▲ 0.27 89.05 0.04 90.44 0.05 91.98 0.05 93.47 ▲ 0.04

20 88.35 ▲ 2.13 87.91 ▲ 2.22 85.97 ▲ 2.36 87.48 ▲ 2.47 85.49 ▲ 3.56 87.51 ▲ 2.93 89.85 ▲ 2.12 92.08 ▲ 1.39

21 88.01 ▲ 0.34 87.58 ▲ 0.33 85.89 ▲ 0.08 87.16 ▲ 0.32 85.56 0.07 86.69 ▲ 0.82 89.47 ▲ 0.38 91.88 ▲ 0.20

注１）市部内訳における保険者規模は、年度平均の被保険者数による。

注２）広域連合及び事務組合については、設立母体に市が存在する場合は市部、それ以外は町村部とし分類ている。

注３）収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第２位未満四捨五入）
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（３） 平成２２年６月１日現在における保険料（税）に一部でも滞納がある世帯数については、

前年より５．６万世帯減少して４３６．４万世帯となったものの、市町村国保の全世帯に占める

滞納世帯の割合については、分母となる全世帯数が、平成２１年の２，１４４．６万世帯から

平成２２年の２，１１３．７万世帯へと３０．９万世帯減少したため、前年と同じ、２０．６％となっ

た。なお、短期被保険者証交付世帯は、１２８．４万世帯、資格証明書交付世帯は、３０．７

万世帯であった。（図４） 
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（出所）保険局国民健康保険課調べ

注１）各年6月1日現在の状況。

注２）平成22年は速報値。


























